
委託の目的 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ㈱ＮＴＴデータが実施した実証結果は上の図となっています。 
 「2 業務効率化」において、宇部市の実例に当てはめてみると、令和元年度における預貯金調査の実績から、約 250 時間の短縮が期待できま

す。 
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民間への委託可能な根拠 
 

・総務省自治税務局電子化推進室長通知（総税電第 2 号 令和 2 年 4 月 1 日）「地方税における電子化の一層の推進について」から抜粋 
 
７ 金融機関に対する預貯金等の照会及び回答に係る電子化 
 
地方税の税務調査等を目的として、地方団体から金融機関に対して、預貯金口座の有無や取引状況に係る調査が行われていますが、現在、

地方団体からの照会及び金融機関からの回答の多くが書面により実施されているため、双方において事務処理に膨大なコストと時間を要して

います。既に独自の取組として、地方団体と金融機関との間でデジタル化に取り組んでいる又は取組を検討している地方団体もあるかと思い

ますが、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年 12 月 20 日閣議決定）において、金融機関への預貯金等の取引状況に係る照会・回答

業務をデジタル化することで、金融機関の負担軽減及び地方団体による迅速かつ適正な行政事務の遂行を図ることを検討することとされてい

ることから、各地方団体においては、デジタル化に向けた積極的な検討をお願いします。 
 
 
・「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年 12 月 20 日閣議決定）から抜粋 
 
（１）金融機関×行政機関の情報連携（預貯金等の照会）（◎内閣官房、内閣府、金融庁、総務省、財務省、厚生労働省、関係府省） 
 行政機関から金融機関に対して行われる預貯金等の照会は、いまだに大量かつ多様な書面が残る業務である、官民双方の業務フローを整理

した上で、原則としてデジタル処理を前提とした業務へと移行していくことにより、官民双方の負担を大幅に軽減するとともに、迅速かつ適

正な行政事務の遂行を達成する。 
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委託の内容（pipitLINQ の概要） 
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委託に係る個人情報の記録形態 
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個人情報保護措置の概要（セキュリティー対策） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ＬＧＷＡＮ端末   収納課執務室内に設置し、ログイン時のおいては、ＩＤ・ＰＷを設定します。 
②ＬＧＷＡＮ閉域網  既に宇部市を始め各行政機関等で使用されている、総合行政ネットワーク 
③pipitLINQ         ・依頼／回答データは暗号化して保管しているため、通常はデータの中身を技術的に参照できない。  

・専用ツールでのみデータ取得／復号が可能 。専用ツールは通常時は実行できる状態にはなっておらず、管理者の承認 

のもと実行可能状態に変更します。  

・取得したデータに関しても、持ち出し制御ツールで外部に持ち出せないよう物理的な措置を講じています。  

・監視カメラやＩＣカードでの入退室管理、個人情報に限らず、本番作業を実施する際は管理者の承認のもと、2名以上 

の体制での実施等の措置を実施しています 
④Anser DATAPORT  全国ほぼ全ての金融機関が利用する「ＡＮＳＥＲ○Ｒ」のシステム基盤や運営ノウハウを利用した、セキュアなプライベー 

トクラウドサービス 
⑤eB-NE／IP-NW   現在でも広く金融機関で使用されているネットワーク。（例 インターネットバンキング上での残高確認や送金等） 
⑥金融機関      ・すでに金融機関で利用されている Anser DATAPORT（＝ＡＤＰ）運用端末。 
           ・金融機関に渡る個人情報については、各金融機関のセキュリティーポリシーに沿って処理される。 
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